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はじめに 
 
 ＬＥＣ会計大学院の管理会計領域の一つのテ

ーマは、新しい時代に有用な原価計算や管理会

計を探究することにある。しかも会計専門職大

学院という特色を活かして、実務オリエンティ

ッドな取り組みを精力的に行っている。筆者自

身も高名で日本を代表する研究者の先生方と実

務家として大きな実績を収めている先生方に囲

まれて、日々大変刺激的な議論の恩恵を受けて

いる。本稿はその中で林教授よりご教示いただ

いた議論をもとに、オブジェクト指向原価計算

という新しい原価管理手法の意義と可能性を探

索している。 
オブジェクト指向原価計算の理論自体は一橋

大学の尾畑教授が提唱されているものであるが、

林教授は逸早くそのモデルの重要性を察知し具

体化した先駆者である。近年、林教授は『餃子

屋と高級フレンチでは、どちらが儲かるか？』

や『美容院と 1000 円カットでは、どちらが儲か

るか？』、『会計課長 団達也が行く！物語で学ぶ

会計と経営』など管理会計を啓蒙する著作に注

目が集まっているが、その奥には実務に裏付け

られた卓越した識見を有されている。本稿でそ

の識見をどこまで反映できているかは大いに不

安の残るところである。しかしながら、ともか

くもオブジェクト指向原価計算に関する貴重な

事例の検討を通じて、少しでもその意義と可能

性を明らかにしておきたいと思ったのが本稿で

ある。誤謬や稚拙な論理展開の部分があるとす

れば、それらは全て筆者の能力不足によるもの

であり、そのことを予めご承知願い議論をはじ

めていきたいと思う。 
 本稿は次のように構成されている。最初に尾

畑教授の一連の著作物を通じて理論モデルの把

握に努める。その為、第１節ではオブジェクト

指向が指す意味内容を検討し、第２節で全体の

構造を概観して構成要素を簡単に紹介する。更

に第３節では示唆される展開可能性を整理する。

理論モデルの概要を押えた後、第４節では林教

授が具体化された事例を可能な範囲で紹介する。

最後に、第５節ではオブジェクト指向原価計算

を巡る今後の研究の在り方について若干の考察

を加える。 
 
1. オブジェクト指向の意味内容 

 
１‐１. オブジェクト指向の意図 

 
 オブジェクト指向原価計算を理解するには、
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オブジェクト指向ということが何を意図してい

るのか把握することから始めるのが良いだろう。

誤解を恐れずに述べれば、オブジェクト指向原

価計算の中心的な意図は、原
．
価計算プロセスを
．．．．．．．．

オブジェクト指向的に拡張することにある(む

しろ、進化と言ったほうが適切かもしれない)。

別言すれば、原価計算プロセスをオブジェクト

指向的に表現しようとするものである。そこに

は一般的な原価計算の構造に対する次のような

認識がある(尾畑, 2002d；傍点は筆者による)。 
 
(1) 原価を集計する対象として、原価計算対象

(cost object)がある。原価計算対象はいろい
．．．

ろなレベルの有形・無形のアウトプットに設
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

定することが可能
．．．．．．．．

である。原価計算対象のピ

ラミッドを下から上へ集約
．．

していくことによ

り最終的な原価計算対象の原価を計算するこ

とができる。伝統的には最終的な原価計算対

象として製品を想定
．．．．．

してきた。 

(2) インプットたる資源(材料や労働力、外部購

入サービス等をいい、原価財ともいう)の消費
．．

額を把握
．．．．

し、それを、その資源投入の結果生

み出されたアウトプットに相当する原価計算

対象に段階的に関連づけ
．．．．．．．．

ていく。 

(3) インプットたる資源の消費額は、多くの場

合、一次的には、消費量×消費単価で把握
．．．．．．．．．．．

さ

れる。ただし、最初から金額で把握され、数

量ベースを明確に規定できない原価要素も存

在する。 

(4) インプットたる資源の消費額が、最終的な

原価計算対象に直接的に関連させることがで

きる場合には、その消費額は原価計算対象に

直接結びつけられる。これを直課という。 

(5) インプットたる資源の消費額が、最終的な

原価計算対象に直接関連させることができな

い場合には、部門等の中間的な原価集計単位

を設定し、一度中間的な原価集計単位に集計

したのちに、そこから上位の原価計算対象に

配賦という手続きにより、配分される。 

(6) インプットたる資源の消費額の把握レベル

では、数量要素と価格要素に分離してとらえ

られたとしても、それ以降の処理は、金額ベ

ースで行われ、他の資源の消費額と合算され

る。そのため、原価計算対象のプラミッドを

下から上へ上昇するにしたがって、要約の度

合いを高めていく。これは詳細な情報から要
．．．．．．．．

約的な情報への不可逆的な集約プロセス
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

であ

る。 

(7) 原価計算は事前計算としても事後計算とし

ても行われる。(1)から(6)のプロセスをアウ

トプット生成活動に先立って行う場合は、事

前計算であり、標準原価計算における原価標

準の設定や、予算編成のための予算原価の設

定において、その例をみることができる。ア

ウトプット生成活動が行われたあとに、(1)

から(6)のプロセスを行う場合は事後原価計

算であり、月次の製品原価の実績計算などで

行われる。 

 
 上記(1)から(7)のうち特に重要なのは、従来、

原価計算が想定してきている最終原価計算対象

としての製品以外にも、様々な原価計算対象を

設定することが可能としている点と、既存の原

価計算プロセスが不可逆的な要約プロセスとし

ている点にある。オブジェクト指向原価計算は、

まさにこの二点を巡って新しい原価計算モデル

を展開する。すなわち、①原価計算対象を製品

以外にも柔軟に設定して計算でき、かつ②可逆

的な要約プロセスとすることが、オブジェクト

指向的に拡張する直接的な結果に他ならない。

オブジェクト指向原価計算の実行に伴って広が

る可能性については後述するが、伝統的な原価
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計算と比較した場合、この二点が最も特筆すべ

き変化と言える。 
 
１‐２． 多様な原価計算対象の設定と

可逆性の基礎 
 
 製品以外の原価計算対象と言った場合、中間

製品や部品は想像し易い。しかし、オブジェク

ト指向原価計算では製造部門や補助部門、部門

共通費のグループなども原価計算対象と設定で

き、活動基準原価計算における活動も、勿論、

原価計算対象となり得る(尾畑, 2002c；2002d；

2005a)。しかも、それら原価計算対象に対する

原価計算は、最終製品の原価計算を保持しつつ

行われる。更には、その設定が必要に応じて柔

軟に行えるところに一大特徴があると言って良

いだろう。理論的には、インプットをアウトプ

ットへと変換するプロセス（１）全てについて原価

計算対象を設定できるとされている（２）。 
 では、何故、そのように柔軟な設定が可能な

のか。それはオブジェクト指向原価計算が資源

を消費するという出来事を、従来の原価計算の

ように消費額として一括りにして把握するだけ

でなく、同時に消費量(物量情報)と消費単価(価
格情報)に分離して詳細を把握しようとするから

である（３）。消費量と消費単価の詳細を把握する

ことで、結果的に資源消費の詳細さを失わない

まま計算が行われる。このことによって原価計

算対象がどのような資源をどのように、どれほ

どの量を消費したのか、物量的に把握できるよ

うになる（４）。従来、ブラックボックス化してい

た製造間接費の内容をリアルな資源消費と関連

づけて計算する等、多様な原価計算対象の資源

消費を詳細に表現する道が開かれる。 
 他方、詳細さを失わないということは、可逆

的な要約プロセスを実現することにも繋がって

いる。非常にラフに例えると、消費額が示され

ている原価計算対象のボックスをクリックする

と、消費量と消費単価についての詳細な情報が

表示され、それらが原価計算プロセスの中で、

ツリー構造で繋がっているイメージと言って良

いだろう。そうすることで、必要に応じて原価

計算プロセスをさかのぼり、異常点の原因に辿

り着くことができる。つまり、要約情報と詳細

情報の両方を一貫して兼ね備えることが多様な

原価計算対象の設定と可逆性の基礎となってお

り、オブジェクト指向原価計算の一大特徴を支

えている。付言しておくと、オブジェクト指向

原価計算の展開可能性もこの基礎に依存してい

る。 
 
１‐３. 構造の定義によるインプット–

アウトプット関係の明確化 
 
 原価計算が要約情報と詳細情報を兼ね備える

には、原価計算プロセスのインプット-アウトプ

ット関係を明確にする必要がある。特に詳細情

報にさかのぼるには、その関係性を明確にして

情報を整理する必要がある。この点、オブジェ

クト指向的な拡張は大きな力を発揮する。何故

なら、オブジェクト指向モデルのメリットの１

つが、今まで１つの数字として捉えられること

が当たり前と考えられる部分にも、構造を定義

することにより、より自然に概念を拡張できる

ことにあるからである(尾畑, 2002c)。 例えば、

消費単価を数値と貨幣単位に分けて定義し、更

に為替変動についての情報への参照を持たせる

ことで、為替リスクを組み込んだ原価計算へと

発展させることができる(尾畑, 2002c; 2003)。

また、消費量について前提となっている事項を

変更して、原価計算上の結果を導き出すことも

困難なことではない。いずれにしても構造を定
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義する際にインプットとアウトプットの関係を

明確にすることが求められる訳であるが、その

設定と拡張は少なくとも従来の紙ベースの原価

計算とは比べ物にならない程、複雑かつ容易に

行える。 
 オブジェクト指向原価計算が明確化するイン

プット-アウトプット関係は原価計算対象の資源

消費を規定する。その一方で、資源消費は各プ

ロセスとも関連付けられる。先程、要約情報と

詳細情報の関連をツリー構造で繋がっているイ

メージと述べたが、厳密にはツリー構造は原価

計算対象のツリー構造とプロセスのツリー構造

に分けられる(尾畑, 2002a)。原価計算対象に連

なるツリー構造はインプットとアウトプットの

連鎖として捉えられるが、プロセスのツリー構

造はそのような関係として描かれない。すなわ

ち、プロセスのツリー構造はより大きなプロセ

ス単位へと連なる構造を指している(例えば、工

程→第 1製造部→製造部門→工場全体)。原価計

算対象のツリー構造とプロセスのツリー構造は

直交する関係にあり、プロセスに資源消費を関

連付けることによって、プロセスそのものや、

より上位の組織単位の能率を見ることも可能と

なっている(尾畑, 2002c)。(図１参照)

 

図１ 原価計算対象とプロセスのツリー構造のイメージ 

出所；筆者作成  

 

 

図２ ナビゲーションシステムのトップ階層の表示例 

出所：尾畑(2005a)  

 

製品A原価　アウトプット量　100個

直接材料　　　　　　　650,000円 ［プロセスごとに展開］ ［材料種類グループごとに展開］

ボトルネック設備サービスの利用時間 　1時間　　金額未定 ［ボトルネック設備の状況］

非ボトルネック設備の利用時間 　3時間　　金額未定 ［非ボトルネック設備の状況］

消費サービスコスト 　金額未定 ［各種活動の状況］

直接受益サービス負担 　金額未定 ［製造環境の状況］

間接受益サービス負担 　金額未定 ［製造環境の状況］

生産ライン滞留時間 　22時間 ［詳細情報］

原価計算対象のツリー 材料 → → → → 製品

(インプット-アウトプット関係)

プロセスのツリー
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図２はオブジェクト指向原価計算の表示例で

ある。左上にアウトプットとしての製品Ａが 100

個とあり、その下にインプットの情報が縦に並

んでいる。［  ］で表示されている部分をクリッ

クすると詳細情報が表示されるイメージとなっ

ている(尾畑, 2005a)。注目されるのは金額未定

と表記されている部分である。この部分につい

ては右側の詳細情報を参照して利用者自身が仮

定を設定し、金額を確定することになる(尾畑, 

2005a)。つまり、オブジェクト指向原価計算は

主観的な判断ないし解釈を計算過程に組み込む

ことを想定している。オブジェクト指向原価計

算の独自性は、この主観的な解釈を計算過程に

組み込むことにあるが（５）、だからこそ従来、把

握されてこなかったインプット-アウトプット

関係を明確にする必要があるとも言える。図 2

のインプット情報を見れば分かるように、オブ

ジェクト指向原価計算では実に多様なインプッ

ト-アウトプット関係を想定することになる。あ

くまで図２は一例であり、一口に構造の定義に

よるインプット-アウトプット関係の明確化と

言っても、その定義の仕方には様々な形があり

得ることが分かる。尾畑(2005a)はオブジェクト

指向原価計算がプロセス間関係を忠実に再現す

ると論じているが、インプット-アウトプット関

係をどのように定義するかは、設計者の意図や

シナリオ、更には原価計算プロセスへの考え方、

原価計算観を反映することになると言って良い

だろう。 

 
１‐４. 従来型原価計算との連続性と

拡張性 
 
 オブジェクト指向原価計算は、もともとプロ

グラミングの世界で発展したオブジェクト指向

という考え方を原価計算に利用しようとするも

のである。今日、オブジェクト指向という考え

方はプログラミングにとどまらず、「ソフトウェ

ア開発の総合技術」(平澤, 2004)となっている。

したがって、オブジェクト指向原価計算は最終

的には何らかのシステムないしソフトウェアの

開発を想定している。従来型の原価計算が紙ベ

ースでの処理を前提に理論を構築してきたとす

れば、これは大きな違いである。しかしながら、

両者が非連続なものかと問われれば、決してそ

うではない。オブジェクト指向原価計算は基本

的には従来型原価計算の思考と連続性を持って

おり、紙ベースからコンピュータ・ベースへと

その処理媒体を変えることによって拡張性を獲

得していると評せる。 
 従来型原価計算とオブジェクト指向原価計算

の間の連続性とは、資源消費が原価を形成する

という考え方にある。しかし、従来型原価計算

は最終製品に向かって、かなり強引なインプッ

ト-アウトプットの連鎖を仮定している(尾畑, 

2005a)。オブジェクト指向原価計算では同様の

計算処理を採ることもできるし、それとは異な

る処理を組み込むことも可能である。つまり、

より現実に近い資源消費を表現することもでき

る。その意味で、オブジェクト指向原価計算の

拡張性の一面は、計算構造面に見出される。他

方、計算機能という面でもオブジェクト指向原

価計算は著しい拡張性を備えている。それはオ

ブジェクト指向原価計算がシミュレーションに

強いということにある(尾畑, 2004)。先述のよ

うにオブジェクト指向原価計算は主観的な判断

や解釈を計算過程に組み込むことを否定しない。

むしろ原価計算をブラックボックス化しないた

めに、そのような判断や解釈が入ることを推奨

している(尾畑, 2005a)。これは経営者ないし情

報利用者が原価もしくは原価計算を体感するこ

とに繋がる。すなわち、様々な環境条件の変化
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を原価計算へと落とし込んで、原価計算的 View

を獲得できる。この機能的拡張は単に原価計算

を経営者にとってブラックボックス化しないと

いうだけでなく、情報利用者の意思決定の高度

化を促進するものと考えられる。更に意思決定

の高度化に資するという点では、利用者の要求

によって表示できる情報の多様性も見逃せない。

これらの拡張性については、節を改めて検討す

る。なお、オブジェクト指向原価計算の機能的

拡張が構造面での柔軟性に支えられていること

は言うまでもない。 
 
２. 全体の構造と構成要素 
 
 オブジェクト指向原価計算では幾つかのオブ

ジェクトを設定し、オブジェクト間の関連を定

義付けることで全体を構成する。その設計に当

たっては、次のような３つのレイヤーを区別す

ることが基本となっている(尾畑, 2003; 2004)。 
① 資源と原価計算対象の間の関連 
② 資源の消費量 

③ 資源の価格 
 ①のレイヤーは計算構造を規定し、②のレイ

ヤーは消費量(物量情報)を、③のレイヤーは消費

単価(価格情報)を管理する。３つのレイヤーを区

別する意味合いは第１節で述べた通りであるが、

その設計上の基本はここにある。各種オブジェ

クトはこの区分に従って用意され関連付けられ

る。まず全体の構造を見てみよう。 
 
２‐１. 全体の構造 
 
 図３はオブジェクト指向原価計算の基本構造

を示している。表記はソフトウェア開発の統一

モデリング言語であるＵＭＬ(Unified Modeling 

Language)に依っている。ＵＭＬでは概念レベル

の関係を、クラス図を利用して表現する。クラ

スはオブジェクトの雛型と言えるもので(尾畑, 

2002c)、クラス図はオブジェクト間の関係を概

念的に示すものと言える。このクラス図を読む

ことで、全体の構造を把握してみたい。

 

図３ オブジェクト指向原価計算の基本構造を表すクラス図 (ＵＭＬ表記) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：尾畑(2002b; 2002d)  
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 図 3 を見てみると、一番下の右側にあるコス

ト・オブジェクト(Cost Object)クラスは資源消

費(Resource Usage)クラスを集約した資源消費

コンテナ(Resource Usage Container)クラスを

集約していることが分かる。同時に資源消費コ

ンテナ(Resource Usage Container)クラスはプ

ロセス(Process)クラスに集約されている。それ

らの関連は原価計算対象に対するインプット-ア
ウトプット関係を定義付け、かつ資源消費を特

定のプロセスへと跡付けていることを表してい

る。例えば何らかの製品をコスト・オブジェク

トとして、その製品を製造するのに使用した資

源の情報は資源消費コンテナ・オブジェクトで

把握される。資源消費コンテナ・オブジェクト

は資源消費オブジェクトをコスト・オブジェク

トに関わらして集約しているので、その中には

例えば材料Ａの資源消費オブジェクトへの参照

があったり、半製品Ｂの資源消費オブジェクト

への参照があったりする。資源消費コンテナ・

クラスと資源消費クラスとの間にそれぞれ 1..*
と表記されているのは、両クラスの具体的なオ

ブジェクトが少なくとも１対１以上の関係にあ

ることを示している。つまり、資源消費コンテ

ナ・オブジェクトと資源消費オブジェクトの関

連は、原価計算対象に応じて変化する。更に言

えば、原価計算対象を巡るインプット-アウトプ

ット関係をどのような資源消費と認識するかで

変わってくることになる。そして資源消費コン

テナ・オブジェクトは製造プロセスのプロセ

ス・オブジェクトとも関連付けられ、プロセス・

オブジェクトはより上位のプロセスのオブジェ

クト(Process Group)へと集約されていくことに

なる。レイヤーで言えば、資源消費コンテナ・

クラスそして資源消費コンテナ・オブジェクト

は、①のレイヤーの役割を果たしていると言え

る。 

 次に資源消費クラスに注目してみると、資源

と言うインターフェイスを集約していることが

分かる。また、資源インターフェイスは資源消

費クラスのオブジェクトがメッセージ送信する

ことで、はじめてその操作が行われ、オリジナ

ル資源クラスないしコスト・オブジェクト・ク

ラスのオブジェクトを呼ぶことになる。ここで

オリジナル資源クラスとコスト・オブジェク

ト・クラスが並記されているのは、資源消費オ

ブジェクトによって呼び出すオブジェクトが異

なるからである。すなわち、資源消費オブジェ

クトによっては外部から購入した材料のオブジ

ェクトを呼ぶ場合があるし、内部で製造した部

品や半製品のオブジェクトという場合もある。

資源消費オブジェクトが必要とする資源に応じ

て、どちらのオブジェクトを呼ぶかという操作

を担っているのが資源インターフェイスという

仕組みと言って良いだろう。話を資源消費クラ

スに戻すと、資源消費オブジェクトは文字通り

資源消費に関わる情報を保持している。しかし、

原価計算対象の生産によってどれほどの量の資

源が消費されたかという情報は把握できるが、

もう 1 つ幾らの資源が消費されたのかという情

報が資源消費情報としては不可欠である。この

情報を提供するのがオリジナル資源クラスやコ

スト・オブジェクト・クラスに他ならない。つ

まり、オリジナル資源クラスやコスト・オブジ

ェクト・クラスは③のレイヤーの役割を果たし

ている。そして資源消費クラスは、②のレイヤ

ーとしての役割を担っていると言える。 
 オブジェクト指向原価計算の一大特徴である

可逆的な要約プロセスは、以上のような基本構

造の下に最終原価計算対象オブジェクトを頂点

として、順に下位の原価計算対象へと繋げるこ

とで実現される。プロセスについても特定の資

源消費が跡付けられ、より上位のプロセスへと
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集約されており、必要に応じてプロセスをさか

のぼることができる。そして結果的に原価計算

対象を巡るツリー構造とプロセスを巡るツリー

構造が形成される。オブジェクト指向原価計算

の全体の構造は、おおよそこのような形で出来

上がっていると見て良いだろう。但し、第１節

で論じたようなオブジェクト指向の意味内容を

実現するには、構成要素について更に込み入っ

た工夫が必要である。次にこの点を考えてみた

い。 
 
２‐２. 構成要素 
 
 図３にはオブジェクト指向原価計算の構成要

素がクラス図として示されている。それらを１

つずつ役割と共に取り上げると、以下のように

なる。 
 
・Cost Object･･･原価計算対象(アウトプットで

あり、インプットともなる) 

・Resource Usage Container･･･資源と原価計算

対象の間の関連

(計算構造)を司

る 

・Resource Usage･･･資源消費コンテナ・クラス

の大元で主として資源の

消費量を司る 

・<<Interface>>･･･資源消費オブジェクトに応

じてオリジナル資源オブジ

ェクトかコスト・オブジェク

ト・オブジェクトを呼び出す

かの操作を司る 
・Abstract Resource･･･オリジナル資源クラス

とコスト・オブジェク

ト・クラスの抽象クラ

スで、インターフェイ

スを実現する役割を担

う 
・Original Resource･･･主として資源の価格を

司る(外部から購入した

材料などが該当) 

・Process･･･資源消費を特定のプロセスでカウ

ントする 

・Process Group･･･個々のプロセスを集約した

上位のプロセス 

・Abstract Process･･･プロセス・クラスとプロ

セス・グループ・クラス

の抽象クラスで、上位の

プロセスと下位のプロ

セスを繋ぐ役割を担う 
 
 これらの要素のうち、オブジェクト指向原価

計算の意味内容を実現する上で重要な役割を担

っているのは、資源消費コンテナ・クラスと、

大元となっている資源消費クラスである。既述

のように、理論的にはインプットをアウトプッ

トに変換する全てのプロセスを原価計算対象に

設定できるオブジェクト指向原価計算は、従来

の原価計算に比べてインプット-アウトプット関

係を厳密に捉える。逆に言えば、インプット-ア
ウトプット関係を厳密に捉えるからこそ、多様

な原価計算対象の設定が可能となる。そのイン

プット-アウトプット関係を具体化する上で最も

焦点となるのは、資源消費コンテナ・オブジェ

クトの設計である。 
 インプット-アウトプット関係をどのように考

えるかで資源消費コンテナ・オブジェクトの設

計は変わってくると思われるが、尾畑(2003)は

直接資源消費コンテナと能力要求資源消費コン

テナ、負担計算用資源消費コンテナの３つの資

源消費コンテナを最低限備える必要があると指

摘している（６）。直接資源消費コンテナは直接材
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料の所要量計算に使われるもので、直接材料や

部品などが収容される。次に能力要求資源消費

コンテナには部門のサービスの消費のような資

源消費オブジェクトが収容される。そこでは部

門に対する能力負荷の計算などが行われる。部

門のサービスをどの程度、利用したのか、消費

したのか、それは部門が提供するサービスの能

力内に収まるかをチェックするのに使われる。

能力要求資源消費コンテナの特徴は、直接資源

消費コンテナとは違って物量情報の展開は行わ

ないことにある。つまり、再帰的に構造を下降

するようなことは行わない。部門等に対する要

求量、サービス消費量で測定可能
．．．．

な資源消費を

収容しているのが能力要求資源消費コンテナと

位置づけられる。そして 3 つ目の負担計算用資

源消費コンテナであるが、これは全部原価計算

の配賦計算用に用意されるものである。すなわ

ち、能力要求資源消費コンテナのように資源に

対する要求が明確でないものを全部原価計算用

に配賦する為、名目的に生成された資源消費オ

ブジェクトを収容するコンテナである。したが

って、直接原価計算を行う場合は直接資源消費

コンテナと能力要求資源消費コンテナのみを使

う。(尾畑, 2003) 
 ３つの資源消費コンテナを原価帰属原則に即

して示せば図４のようになろうか。 
 

図４ 原価帰属原則と資源消費コンテナ 

出所：尾畑(2000)に若干、筆者加筆 

 
 もちろんオブジェクト指向原価計算が備える

資源消費コンテナは、３つに止まるものではな

い。意図に応じて様々な設定が想定される。例

えば、尾畑(2003)はマテリアルフローコスト会

計に対応するために、直接資源消費コンテナを

有効利用資源消費コンテナとロス資源消費コン

テナとに分割することを提案している。また、

尾畑(2005a)はインプット-アウトプット関係に

ついて、少なくとも次のようなものがあり得る

と提示している。 

・直接的消費関係(自製部品消費) 

・先行関係 

直接資源消費コンテナ

(原価発生原因原則)

原　　　　　価

変動費

固定費

1 mn 原価

1 mi 原価

　　　　　負担計算用資源消費コンテナ

　　　　　　(原価作用原則)

　　　能力要求資源消費コンテナ

　　　　(資源要求原則)
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・ボトルネック能力利用関係 
・非ボトルネック能力利用関係 
・サービス消費関係 
・直接的受益関係 
・間接的受益関係 
 上記の関係は、それぞれ異なる資源消費コン

テナを必要とする。ちなみに、図 2 はそれらの

関係を用いた表示例である。繰り返しになるが、

金額未定となっている部分には、資源の各種状

況に応じて利用者が入力することになっている。 
 以上の議論から、資源消費コンテナの設計は

インプット-アウトプット関係をどのように認識

するかで変わることが分かる。しかし、資源消

費コンテナの様々な設定も、根本的にはどのよ

うな原価計算対象を設定するかに規定される。

その意味で、オブジェクト指向原価計算の真の

発展は、原価計算対象の設定の仕方にかかって

いると言える。この点、尾畑(2003)の次のよう

な指摘はまことに示唆に富んでいる。 
 

…製品、部品以外の原価計算対象の定義

の仕方は、何通りも考えられ、それに応

じて別の原価計算方法が定義される。例

えば、企業内に蓄積される知識やノウハ

ウを独自の原価計算対象として認識する

ように原価計算対象を定義することも可

能である。 
 
 この指摘は、オブジェクト指向原価計算が秘

めている可能性を示唆している。理論モデルの

概要の把握の最後に、示唆される展開可能性に

ついて検討しておこう。 
 
３. 示唆される展開可能性 
 
 従来型の原価計算と比較した場合、オブジェ

クト指向原価計算の拡張性が計算構造面と計算

機能面の二面に亘ることは既述の通りである。

ここではそれぞれについて検討することで、示

唆される展開可能性を明らかにしてみたい。 
 
３‐１. 計算構造面からの検討 
 
 多様なインプット-アウトプット関係を構築で

きるオブジェクト指向原価計算の観点からする

と、従来の原価計算はインプット-アウトプット

関係を極端に単純化
．．．．．．

していることが分かる。す

なわち、従来型の原価計算においては、先行す

るプロセスのアウトプットが、そのまま次のプ

ロセスのインプットになると考えられている

(尾畑, 2005a)。また、投入された価値は、さま

ざまな迂回的プロセスを経ることはあっても、

最終的に顧客側にすべて移転すると仮定されて

いる(尾畑, 2008)。しかしながら、インプット-
アウトプット関係は現実に多様なパターンを持

っている。先に挙げたようなパターンを想定す

るだけでも、インプット-アウトプット関係は単

純に全てが引き継がれるとは限らないことが分

かる。その一部を利用するものであったり、利

用するのに追加的なコストがかからなかったり、

そもそも前プロセスのアウトプットと次プロセ

スのインプットが別次元的な関係であったりす

る。更に顧客側に製品ないしサービスが提供さ

れる場面については、投入された価値が全て顧

客側に移転するという仮定について再考する余

地は大いにある。オブジェクト指向モデリング

という技術が従来よりも現実をありのままに表

現できるとすれば、その技術を利用する原価計

算は、まずもって原価計算の原点に立ち返って

現実を直視することから始める必要があるだろ

う。その中心となる問いは、「そのインプットが

どのようなアウトプットに繋がっているのか」
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というものだと考えられる。 
 従来、我々は原価計算のアウトプットとして

基本的には製品を想定してきた。そして製品に

原価を集計する作業をしてきた。しかし、製品

を製造するのに消費されたインプットは、製品

というアウトプットだけに変換されているのだ

ろうか。決してそうではない。「企業の活動によ
．．．．．．．

って形成されるアウトプットのうち顧客に引き
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

渡される部分は一部であり、他のアウトプット
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

は、企業内に残存して将来の収益力の源泉を構
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

築すると考えたほうが実態に近く、自然である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

」

(尾畑, 2008)。日本企業の優れたものづくり能

力を考えれば、製品を製造するために消費され

たインプットが別のアウトプットも形成してい

ることは想像に難くない。オブジェクト指向原

価計算は、それらのアウトプットを原価計算対

象に設定することができる。むしろその柔軟な

計算構造を利用して、知識やノウハウが蓄積さ

れる様を捉えていく方が望ましいと言えるだろ

う。そして、ひとたびアウトプットのウイング

を広げれば、原価計算の有り様、捉え方も変わ

ってくる。例えば「サービス業においては、サ
．

ービス提供時に引き起こされる資源消費より、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

サービスを継続的に提供するしくみ・組織の構
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

築や維持が重要
．．．．．．．

であり、そのようなしくみの構

築・維持をアウトプットと設定して原価計算を

行うことも必要である」(尾畑, 2008)。この指

摘は筆者が『ＬＥＣ会計大学院紀要』第３号で

論じた医療原価計算に関する問題にも通じる点

がある。すなわち、患者にかかるコストを単に

集計するのではなく、患者に提供する医療の質

を高める原価管理を志向すれば、おのずと高品

質の医療を提供する能力の構築・維持が焦点と

なる。つまり医療において、原価計算対象とし

て重視する必要があるのはある種の無形資産で

あり、無形資産の形成を支える仕組みと言える。

患者に医療が提供される場面というのは、有形

の資源消費が起きる一方で、無形のアウトプッ

トが生成されていると見るのが妥当だろう。問

題は無形のアウトプットをどのように捉えるか

である。尾畑(2008)はその為に非財務情報を積

極的に活用することを薦めているが、その組織

にとって中核的な無形の資産とは何か、どのよ

うに形成されると考えられるのかといった観点

からの検討も必要であろう。そのような取り組

みが原価計算を実り豊かなものにすることは間

違いない。 

 オブジェクト指向原価計算の柔軟な計算構造

を利用して原価計算対象を無形資産へと拡大す

ることは、原価理論の進化を現実のものとする

かもしれない。その進化とは「原価・収益計算」

(尾畑, 2008)とも言うべき、新たな原価計算の

姿である。かねてより尾畑教授はコスト・ドラ

イバーとレベニュー・ドライバーの結合を提唱

されて来ているが(尾畑, 1997; 1998)、その実

行にとってオブジェクト指向原価計算の枠組み

は大変便利である。オブジェクト指向原価計算

の計算構造から見えるフロンティアは、まさに

無形資産の時代に対応する新しい原価計算のあ

り方と言うことができるだろう。 
 
３‐２. 計算機能面からの検討 
 
 本稿ではオブジェクト指向原価計算の概要を

分かり易く把握する為、原価を計算するという

こと以外にオブジェクトが備える操作ないしメ

ソッドにはほとんど言及してこなかった。しか

し、実際にはオブジェクト指向原価計算は各オ

ブジェクトが様々な操作を備えることで多彩な

表現をすることができる。尾畑(2002c; 2002d; 

2003)では、例えば以下のようなメソッドを挙げ

ている。 
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・使用材料のリストを作成 
・資材品目ごとの材料費金額の総原価に占める

割合が多い順に上位 10 品目をリストアップ 
・価格変動のリスクが高いと予想される材料の

みをリストアップ 
・先物が利用可能なもののみをリストアップ 
・個別材料コードを指定して、その材料のコス

トが製品１単位中にどれだけ含まれるかを表

示 
・製品の原価のうち、特定のプロセスに帰属す

る原価はどれだけかを％で示す 
・特定のプロセスで行われた資源消費はどのよ

うなものか 
 オブジェクト指向原価計算は一貫して要約情

報と詳細情報を保持しているため、物量情報に

さかのぼって情報を表示することができる。異

常点の検証も物量情報までさかのぼれる。そし

て、設計者や利用者の意図によって多様なメソ

ッドを用意できるので、情報の獲得が多角的に

行える。もとより不用な情報が増えることは避

けるべきだが、意思決定をする上で必要な情報

を用意すれば、不確実性を減少させる効果も期

待できる。つまりメソッドに習熟することは、

オブジェクト指向原価計算を高度に利用するこ

とに繋がる。しかし、オブジェクト指向原価計

算はそもそも計算構造として消費量と消費単価

を別々に管理しているため、両者を弾力的に変

更しての再計算は容易に行える。つまり、機能

的にはもともとシミュレーションに強い。これ

らのことから分かることは、オブジェクト指向

原価計算が不確実性に対応するツールとして強

力だということである。すなわち、生起するこ

とが予想される状況を何通りも想定して計算し、

比較検討することができる。試行錯誤が簡単に

行えることは、不確実性に対応する方法として

有用である。この点を敷衍しよう。 

 原価計算も含めて管理会計は不確実性への対

応が不十分な状態にある。例えば田中(2002)は、

伝統的な管理会計は意思決定のために提供する

情報の多くがある特定の状況を想定した情報で

あるとして、そうした前提が管理会計の信頼性

を低下させる要因となっていると指摘している。

今のところ管理会計の世界においては、不確実

性への対応は確率を導入するのが一般的な方法

となっており、そこでは主観確率を用いて期待

価値を算出する(田中, 2002)。ところが、その

ような方法は決定論的な処理を行うもので、主

観確率を用いることの是非も含めて疑問が持た

れている(小林, 2007b)。そこで注目されるのが、

小林教授が提唱されている感度分析を発展させ

る方法である。既に『ＬＥＣ会計大学院紀要』

第２号以降に角度を変えながら議論が為されて

来ており、Excel に備わるソルバーやゴールシー

クといった機能を用いた代替案の評価や LP、設

備投資案の評価等の問題が俎上にのっている。

この方法の本質は試行錯誤計算
．．．．．．

にあり、紙ベー

スの手計算では到底不可能な数の代替案を比較

検討して解を見出す。コンピュータ・ベースで

あればこそ採れる方法であるが、不確実性に対

応する有力な一つの方法であることは間違いな

い。オブジェクト指向原価計算は、このような

方法と非常に親和性がある。と言うよりも、

Windows システム自体がもともとオブジェクト

指向的に作られているので(尾畑, 2002d)、Excel

によって感度分析を発展させる方法が実はオブ

ジェクト指向原価計算の高度利用の一形態と位

置づけられるのかもしれない。 

 ともあれ、オブジェクト指向原価計算は試行

錯誤を通じて不確実性に対応する。そのイメー

ジを持つために、尾畑(2002d)から例を引用して

おこう。 
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 まず画面上には、製品を表すアイコンの

一覧が表示され、その中から注目したい製

品を選びクリックすると製品ウィンドウ

が開きそこに通常の方法で計算された予

定原価が表示される。その製品ウィンドウ

内で右クリックすると適用できるメソッ

ドの一覧が表示される。その中からたとえ

ば、「資材に関する価格リスクをチェック」

を選択するとしよう。資源オブジェクトを

登録したときに設定しておいたリスクフ

ィールドのフラグをチェックして、価格変

動リスクにさらされる可能性のある重要

な材料を選び出し、それを画面に表示する。

そのとき、製品原価全体のなかでそれらの

材料のコストがどれくらいを占めている

かをも合わせて表示するようにする。この

リストアップされた材料の一つにフォー

カスをあててダブルクリックすると、画面

右半分にその材料に関する諸属性が表示

される。その属性のなかには、材料価格に

ついての代替的なシナリオも含まれてい

る。ここで、最悪のシナリオを選択して、

製品ウィンドウ内にある再計算ボタンを

クリックする。すると、即座に製品原価が

再計算されて、最初の製品原価とともに修

正された製品原価が表示され、その差額が

表示される。この最悪のシナリオにわれわ

れは耐えられるかをこの段階で考えるこ

とができる。なお、この時点でも、画面右

側には、その材料に関する諸属性が表示さ

れ続けている。そこには、その材料にヘッ

ジ手段となる先物が存在しているかどう

かを表すフィールドが存在している。もし、

ヘッジ手段となる先物が存在していた場

合、その先物価格が表示されている。その

先物価格を選択すると、ヘッジ比率を聞い

てくる。それに答えることで買いヘッジの

数量が暫定的に設定される。その状態で、

再計算ボタンを押すと、もう一度製品原価

が計算される。 
 
 上記の例は試行錯誤を繰り返しながら、一貫

して原価計算的視点で評価できることを示して

いる。興味深いのは、潜在的な材料調達のリス

クと、先物を利用した場合の製品原価への帰結

をシミュレートできていることである(尾畑, 

2002d)。 

 尾畑(2002d)も述べているように、上記の例の

ような方法は統計学的に洗練された手法ではな

いだろうが、原価計算という枠組みを維持しつ

つ不確実性に対応する優れた手法と言える。し

たがって、計算機能面から見たときのオブジェ

クト指向原価計算の著しい特徴は、不確実性へ

の対応能力にあると評価することができる。な

お、例を見れば分かるように、オブジェクト指

向原価計算では利用者が各種仮定を選択しなが

ら計算を行っていく。これは経営そのものを体

感することに近い。従来型の原価計算では原価

や経営を体感しながら計算を行うことは不可能

だった。結果として算出される原価情報は一種

のブラックボックスになっていたと言える(尾

畑, 2005a)。主観的な判断や解釈を含むオブジ

ェクト指向原価計算は、計算結果のブラックボ

ックス化を避ける有効なツールにもなり得るこ

とをここで改めて強調しておきたい。 
 
４. オブジェクト指向原価計算の一事

例 
 
 林教授が具体化されたオブジェクト指向原価

計算を取り入れたシステムの核心部分について

は、『ＬＥＣ会計大学院紀要』第２号に紹介され
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ている。尾畑教授もそのシステムが提唱してい

るオブジェクト指向とは異なるとしながらも、

非常に近い問題意識で設計されているとしてい

る(尾畑, 2004)。本稿では、林教授からご提供

頂いた資料を元に可能な範囲でその内容を紹介

したいと思う。まず『ＬＥＣ会計大学院紀要』

第２号の林教授の論文より、核心部分を整理し

直すことから始めよう。 
 
４‐１. 林モデルの基本構造と含意 
 

 林教授が開発された原価計算システムは、大

きくはリソース、アクティビティ、コストオブ

ジェクトの三層から構成されている。各層は更

に多重階層で構成される。非常に単純化すれば、

コストオブジェクトを製造する為に種々のアク

ティビティが行われ、そのアクティビティを支

えるのがリソースという関係にある。直接材料

費のように、リソースの内容によっては直接に

コストオブジェクトに繋がるものもある。(図

５)

 
図５ 要素間の基本的な関連 

 
出所：林(2007)を参考に筆者作成   

 
 リソースは財務会計データより勘定科目別に

取得・整理されて保持される。そして、リソー

スを消費することで発生する原価をリソースコ

スト(費目別原価)と呼ぶ。リソースコストはコ

ストオブジェクトに直接繋がってコストオブジ

ェクトコストを構成する場合と、アクティビテ

ィを維持するアクティビティコストを構成する

場合に分かれる。各アクティビティに対しては

直課もしくは合理的な基準(リソースドライバ

ー)で配分する。リソースコストを形態別、機能

別、直接費・間接費別、固定費・変動費別、原

価グループ(材料費、設備費、減価償却費、その

他)別に分類・集計し、グラフ化することもでき

る。 

 次に、アクティビティは製造プロセスを分類

して定義されており、相互に関連性を持ってい

る。アクティビティを維持するための原価をア

クティビティコスト(リソースコストの集計値)

と呼ぶ。アクティビティコストはアクティビテ

ィ予定単価に実績時間を掛け合わせることで算

定される。つまり、あらかじめリソースコスト

との関係を定義付けておいてアクティビティ予

定単価を設定しておき、実際の時間を掛け合わ

せて金額を確定させる。各アクティビティには

リソース

 アクティビティ

　　　   コストオブジェクト
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属性が付与されており(支援か補助か、予防か失

敗か、付加価値活動か非付加価値活動か)、それ

を利用して分類・集計・グラフ化できるように

なっている。 

 最後にコストオブジェクトであるが、林モデ

ルでは製造オーダ(製造ロット)をコストオブジ

ェクトの中軸に設定している。製造オーダに製

品マスターを登録することで製品別原価、製品

種類別原価を弾き出し、完成前の製造オーダに

集計された原価が仕掛品、完成時の原価が製品

原価として把握される。更に受注オーダ情報を

登録することで、注文別、顧客別の損益も可視

化される。結果的に個別原価と期間原価の両方

に対応するシステムとなっていることが分かる。 
 オブジェクト指向原価計算の一大特徴である

多様な原価計算対象の設定と可逆性の基礎は、

消費単価と消費量を別々に保持することにあっ

た。林モデルでも消費単価はリソースを基点と

して保持されており、消費量は物量情報と時間

情報で把握されている。さかのぼろうと思えば、

物量情報と時間情報の詳細まで分かるようにな

っている。また、原価計算対象も実はリソース、

アクティビティ、コストオブジェクトの何れで

も可能である。つまり、多様な原価計算対象の

設定と可逆性を実現している。しかしながら筆

者が注目するのは、中軸となるコストオブジェ

クトを製造オーダ(製造ロット)としている点で

ある。何故なら、製造オーダをコストオブジェ

クトとすることで、現代製造業の原価管理に必

要な要件である自律的組織への対応、ミクロ・

マクロ・ループを達成しているからである（７）。 
尾畑(2005b)は自律分散型組織のありうべき

原価計算が「一対一対応の原則」にあると指摘

し、その具体化が製造オーダにあるとしている。

製造オーダは製造プロセスに沿って組織を横断

する。製造オーダに原価をオブジェクト指向で

集計すること、つまり物量情報と時間情報を集

約することは、各組織がその製造オーダに対し

てどのような関わりをしたのかを集約すること

に他ならない。オブジェクト指向でそれを行え

ば、当然、各組織の資源消費へとさかのぼれる

ことになる。そして製造オーダを単純合計すれ

ば、それはすなわち組織全体の業績を表すこと

になる。角度を変えれば、各組織の努力の総計

として組織全体の業績が表現されることになる。

ここにミクロ(現場)とマクロ(組織全体)がルー

プする原価計算の姿がある。林モデルで製造オ

ーダを中軸のコストオブジェクトとしているの

は、管理会計的にミクロ・マクロ・ループを実

現する為である。更に注目されるのは、財務会

計のニーズを同時に満たしていることであるが、

この点については後述したいと思う。 

 以上の議論から分かるように、林モデルは製

造オーダ別原価計算に活動基準原価計算とオブ

ジェクト指向原価計算を組み合わせた原価計算

システムである。このような原価計算システム

を構想する下地となった、林教授の原価計算観

を紹介しておこう(傍点と下線は筆者による)。 

 
 材料は、製造プロセスを通過する過程で

価値が付与され生産物(製品)になる。製造

プロセスで達成すべきことは、この過程で

ムラなく(高品質Ｑ)、ムダを省き(低コス

トＣ)、短時間で製品を作り上げることで

ある。言い換えれば、歩留まりがよく、ム

ダな作業が少なく、製造に要する時間(リ

ードタイムあるいはサイクルタイム)が短

いほど、製品原価は少なくなるはずである。

つまり、QCD
．．．

が高まるほど製品原価が低く
．．．．．．．．．．．．．

なるような原価計算システム
．．．．．．．．．．．．．

でなければ

ならない。 

 (中略)汎用品は海外製品に市場を奪わ
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れ価格が急落しているから利幅は少ない。

一方、特注品は、販売価格は比較的高い

ものの、複雑な加工を必要とするため、

適切な管理をしなければ赤字になってし

まう。そこで、製造ロット毎に、どのよ

うな材料をどれだけ投入し、どのような

工程でどのような作業が行われ、どれだ

けの時間を費やしたかを詳細にモニター

する会社が増えている。(中略)もの作り

の現場では業種や品種に関係なく、特注

品金型と同じレベルの原価管理が要求さ

れ始めている。 

 (中略)製造プロセスや活動を
．．．．．．．．．．

可視化で
．．．．

きる原価計算システム
．．．．．．．．．．

を避けて通れない

こと、そして、原価集計単位は基本的に
．．．．．．．．．．．

製造オーダ
．．．．．

(
．
製造ロット
．．．．．

)
．
でなくてはなら

ない、ということである。製造オーダは
．．．．．．

品質管理と原価管理と納期管理とトレサ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ビリティの最小管理単位
．．．．．．．．．．．

である。また、

製造オーダ別の原価が分かれば、そこに

どれだけの資金が投入されているかがわ

かる。製造ロットを小さくして、資金効
．．．．．．．．．．．．．．．

率の改善を目指す動機づけにもなる
．．．．．．．．．．．．．．．．

。 
 
４‐２. 計算構造と機能 
 
 基本構造とベースの考え方を踏まえて、少し

詳しく計算構造と機能について見てみたい。 
 
４‐２‐１. 計算構造 
 林モデルではリソースコストを財務会計デー

タから勘定科目別に引っ張り、アクティビティ

ないしコストオブジェクトに関連付ける。コス

トオブジェクトに直接関連付けられるのは、直

接材料費に分類される材料である。材料は主材

料と補助材料に分けられ、主材料は実際消費量

を実際原価でロット別に集計し、補助材料で重

要と認識されるものは理論使用量(標準消費量)

と実際単価を乗じたものをロット別に集計する。

補助材料で用いる実際単価は、その都度移動平

均単価、前月の FIFO 単価、あるいは予定単価を

採用することになっている。また、理論使用量

は棚卸法から逆算される消費量との差額を求め、

その差が大きい場合に詳細な原因を調べること

が謳われている。 
 材料で主材料や重要とされる補助材料以外に

ついては、間接材料費としてプロセス別に集計

する。そしてこの間接材料費としてカウントさ

れる材料を含めて、コストオブジェクトに直接

関連付けられる直接材料費以外は、全てプロセ

スコスト(製造間接費)として予算管理対象とな

る。したがって、直接労務費のような取り扱い

は無い。労務費については、正規社員と契約社

員に分けて管理し、プロセスコストとして取り

扱われる。つまり、アクティビティを維持する

コストとして認識される。 
 プロセスコストの階層は次のように考えられ

ている。すなわち、予算単位としての Department

を一番大きな単位として、以下、順に Section 

(Department 予算を配賦) → Process (Section

予算を配賦) → MC/MAN(アクティビティ)へと、

最終的に機械別(人グループ別)まで落とし込む。

資料の言葉を借りれば、「すべての Department 

Cost (予算) を余すところなく機械と人に配賦

する」。個別費は直課、共通費は配賦となり、共

通費の配賦基準は大分類(コストプール)毎に決

定される。大分類とは材料費(Material Cost)と

人件費ないし労務費(Labor Cost)、設備費

(Facility Cost)、その他の費用(Other Cost)で

ある。表 1 は直課と配賦の費目別分類を一部示

している。表 1 を見れば分かるように、基本的

に直課の割合が大きい。配賦はごく一部に限ら 
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表１ 直課と配賦の費目別分類 
 

 
 
 
 
 

出所：林教授提供資料   

 

れるように思われる。 

 全ての製造間接費予算を機械別(人グループ

別)へと落とし込むことで、機械別(人グループ

別)の予算金額が算定される(別表 1)。それを機

械(人)別年間稼働予定時間で除することで単位 

時間当たりのレートが確定する(別表２)。つま

り、アクティビティの時間単価(予定単価)が求

まる。 

 次に機械別の製造ロット別稼働時間を把握す

るため、製品別・機械別の理論タクトタイム(標

準)を用いて（８）、それに実際着手数量(per ロッ

ト)を乗じる。結果算出される数値は、製造ロッ

トを生産するのに費やす理論時間として把握さ

れる。なお、用いられる理論タクトタイムは、

然るべきタイミングで見直すことになっている。

そして製造ロット別の理論稼働時間が把握され

れば、それにアクティビティ予定単価を乗じる

ことで製造ロットのプロセスコストが算定され

る。標準原価である。これを実績、すなわち製

造ロット毎のプロセス通過実績時間(着手時刻

と完了時刻の差)と比較することで、ロット別、

プロセス別に時間差異を把握して、詳細へとさ

かのぼって検討できるようになっている。また、

プロセスコスト情報は上位のDepartmentへと集

約されていく。Department への集約も製造ロッ

トを起点として要約情報と詳細情報の両者が保

持されることを強調しておきたい。 

 上記のような計算構造で問題となるのは、理

論稼働時間の扱いである。理論タクトタイムに

は製造に要する時間しか含まれておらず、ロッ

トが負担すべき段取りコストや、ロットに起因

する停止時間コストが含まれていない。したが

って、そのままでは、それらは全てアイドルタ

イムとして認識されてしまう。その為、林モデ

ルでは着手時間と完了時間を別途カウントし、

稼働時間と不稼働時間の内訳を測定することに

している (別表３)。そしてプロセスコスト(ア

クティビティコスト)に関わる処理を一覧にし

たものが別表４である。 
 林モデルで中軸となるコストオブジェクトは

製造オーダであり、物量情報と時間情報は製造

オーダに集約される。その意味で製造オーダ別

原価計算表は最も重要な情報源である(別表５)。

製造オーダ別に原価計算表を作成することは、

財務会計書類を作成する上でも大変便利である。

完成している製造オーダと仕掛状態にある製造

オーダを分けるだけで自動的に製造原価報告書

が出来上がってしまう。ロット別の詳細情報を

合わせて表示するだけでも、原価管理情報とし

ては非常に豊かで一覧性に富んでいる。それら

のイメージが別図１である。また、製造オーダ

別原価計算表を基点として様々なコストオブジ

ェクトへと展開しやすいことも指摘しておこう

(図６)。 
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図６ コストオブジェクトのツリー構造 
 

出所：林教授提供資料    

 

図７  林モデルのメニュー一覧(抜粋) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：林教授提供資料より筆者作成  

 

メインメニュー

テーブル…各種テーブルの設定
階層…各種階層の設定
関連性と属性…アクティビティの関連性と属性を設定
処理…処理を実行
配賦…リソースコストとアクティビティコストの配賦基準を設定
照会…実績の表示と照会

アクティビティ分析…アクティビティ分析の結果をグラフで表示
配賦…リソース、アクティビティ、コストオブジェクト毎に原価の階層構造を表
予算照会…登録した予算データの照会
キャパシティの消費状況…消費キャパシティの照会結果をグラフで表示
品目利益…品目毎の利益をグラフで表示
完成品原価分析…完成品原価を階層毎にグラフと表で表示

報告書出力…各種原価報告資料を出力
アクティビティコスト累計…アクティビティコスト集計表を作成
支援アクティビティコスト…支援アクティビティコストの配賦報告書を表示
完成品原価分析…完成品原価の一覧表を表示
その他の直接費…その他の直接費の実績報告書を作成
実績分析レポート…コストオブジェクト毎に工程毎の完成実績と時間を表示
実際原価報告書…実際原価報告書を表示
製造原価報告書…製造原価報告書を作成
キャパシティの消費状況…キャパシティの消費状況に関する報告書を作成
予算入力…入力した予算金額のハード・コピーを作成
標準原価表…標準原価表を作成
材料費レポート…材料費のレポートを作成

繰越処理…データを繰越処理
T勘定…原価計算結果をT勘定で表示
シミュレーション…製品毎の原価シミュレーションを実行
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図８ 実際原価報告書の表示画面 

出所：林教授提供資料   

 
４‐２‐２. 計算機能 
活動基準原価計算とオブジェクト指向原価計

算を利用している林モデルは、実に多彩な機能

を有している。図７はメニューの一部である。

本稿では紙幅の関係で機能については詳しく述

べられないが、メニューを見るだけでも、その

多彩さが理解されるだろう。加えてメニューの

一番下にはシミュレーションもあり、オブジェ

クト指向ならではの機能があることに注目した

い。また、図８には実際原価報告書の表示画面

を転載している。ロット毎、工程毎に QCD を一

覧的にチェックできることが分かる。 
 
５. 今後に向けて 
 
 オブジェクト指向原価計算では、「製品原価を

．．．．．

求めることは任務の１つでしかない
．．．．．．．．．．．．．．．．

」(尾畑, 

2002d)。従来型原価計算と比べると、オブジェ

クト指向原価計算は非常に多くの任務を担うこ

とができる。しかしながら本稿の検討からは、

それ故にオブジェクト指向原価計算の効果的な

活用の為には、どのような原価計算システムを

構想するかという問いが重要な意味を持つこと

が分かる。すなわち、どのような原価管理の必

要性があって、どのような原価計算観に基づい

てシステムの設計に当たるのか、ということを

まずもって問う必要がある。 
 角度を変えれば、「管理者は、多くの情報の中

から、意思決定に有用な情報を選択しなければ

ならない。つまり、管理者は意思決定の前に、

まず情報に関する意思決定を行わなければなら

ない」(田中, 2002)。オブジェクト指向原価計

算が有する構造面と機能面での可能性も、情報

に関する意思決定なしでは実効性が危ぶまれる。
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もちろん研究としては、オブジェクト指向原価

計算が備える可能性について様々な研究があり

得るが、実務上、システムを使うのは他ならぬ

企業自身である。そして、企業にあって情報に

関する意思決定を行うのは経営者である。この

点を曖昧にしてしまうと、実効性のあるオブジ

ェクト指向原価計算による原価管理は実現しな

い（９）。近年の日本企業における ERP 活用の実態

を鑑みる時（１０）、オブジェクト指向原価計算に

よる原価管理が同じ轍を踏まないようにするに

は、経営者による情報に関する意思決定の重要

性を再認識する必要がある。既に林教授は ERP

の効果的な活用の為には、経営者の情報責任が

重要だと指摘されているが(林, 2008a)、オブジ

ェクト指向原価計算にあっても事情は同じであ

る。したがって、我々はオブジェクト指向原価

計算によって広がる技術的な可能性に目を向け

ると共に、経営上のニーズを踏まえた原価計算

システムを考える必要がある。 
本稿で紹介した林モデルも、尾畑教授が提唱

されるオブジェクト指向原価計算を、経営上の

ニーズに即してシンプルかつ強力なシステムと

して実現したものと評せる。オブジェクト指向

原価計算のフレームワークを利用して、経営上

のニーズを反映する多様なモデルを提供してい

く。そのような取り組みが今後、求められるだ

ろう。そして、モデルの提供に当たっては、尾

畑教授が UML 表記でオブジェクト指向原価計算

の基本構造を示しているように、理論モデルと

してオブジェクト指向技術を利用した提案も可

能である。更に筆者が注目するのは、Excel を利

用した可視化モデリングである。先に小林教授

の研究を紹介した通り、Excel の高度利用はオブ

ジェクト指向原価計算の高度利用に通じる。宮

崎(2007)によれば、Excel を利用する LP 問題の

解法は実用規模に達しており、数千から数万に

及ぶ式も数分で解くことができる。また、製造

方法と一体化した製品別予定製造原価計算も実

現できる。このような方法を利用しない手はな

い。モデルを構想し提唱し合うことが、IT 時代

の原価計算、そして管理会計を強力に後押しす

ることは間違いない。我々はそのような競争を

担う一員でありたいと思う。 

最後に、モデルの提唱競争に関連させて IT 時

代の原価計算基準に言及しておこう。尾畑教授

は、現代においては法的強制力による先進的な

原価計算の普及よりも、デファクトスタンダー

ドとしての原価計算の普及が適していると指摘

している(尾畑, 2004; 2005a)。筆者もこの指摘

に大いに賛同する。原価計算基準が先進的な原

価計算の普及に大きな役割を果たしたことは異

論の無い所である。しかしながら、原価計算基

準は既に古典として位置づけられるもので、歴

史的な役割は終えたと見るべきではないだろう

か。何故なら、少なくとも今後、必要とされる

原価計算は明らかにコンピュータ・ベースであ

るからである。新しい時代の先進的な原価計算

の形成には、新しいアプローチが必要である。

モデルの提唱競争を通じて、デファクトスタン

ダードとしての原価計算を生み出すことが、現

代を生きる我々に課せられた任務であろう。そ

してデファクトスタンダードの原価計算システ

ムの仕様書こそが、新しい時代の原価計算基準

に他ならないと考えるのは筆者だけではないは

ずである。モデルの提唱競争には歴史的な意味

合いがあることを明記して、本稿を締め括るこ

とにしたい。 
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＜注＞

（１）これを基本プロセスと言う(尾畑, 2005a)。 

（２）したがって、アウトプットには実体があ

るものだけでなく、無形のサービスや生産

能力の準備といったものまでも含まれる

(尾畑, 2005a)。 
（３）ここで言う詳細にはインプットとアウト

プットの関係性も含んでいる。すなわち、

従来型の原価計算のようにインプット-ア
ウトプット関係を単純化しないというこ

とである。 
（４）技術的にはもう少し踏み込んだ工夫が必

要だが、ここではオブジェクト指向原価計

算の概要を理解することに力点を置いて

いるため、理論的に重要と思われる点に焦

点を絞っている。 
（５）尾畑(2003)ではオブジェクト指向原価計

算に関する先行研究としてドイツでの研

究が挙げられているが、それらとは主観的

な解釈を計算過程に組み込む点で根本的

に異なることが指摘されている。 
（６）この３つの資源消費コンテナは、ドイツ

原価計算論で言うところの「原価発生原因

原則(Verursachungsprinzip)」と「資源要

求原則(Beanspruchungsprinzip)」、「原価

作用原則(Kosteneinwirkungsprinzip)」に

それぞれ相当する(尾畑, 2003)。各原則に

ついては尾畑(2000)に詳しいので参照さ

れたい。 

（７）自律的組織とミクロ・マクロ・ループに

関する議論については、廣本(2004, 2005a,

 2005b, 2008a, 2008b)の一連の研究に詳

しいので参照されたい。 

（８）もちろん、この計算を行う前提には製品

別・機械別のタクトタイムが整備されてい

る必要がある。 

（９）尾畑教授が原価計算をブラックボックス

化しないことを説かれているのも、情報に

関する意思決定の重要性を意識してのこ

とと思われる。 

（10）横田(2006)によれば、日本企業の ERP 活

用は経営トップによる戦略策定や戦略

実行のために用いるというよりも、現場

レベルの業務管理に利用されている。
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別表１ プロセスコストの機械別集計 

 

出所：林教授提供資料   

 
 

別表２ 機械別ドライバー単価 

出所：林教授提供資料   
 
 

アクティビティ プロセス
個別費

個別費

個別費

個別費

MAN3

個別費 共通費 個別費 共通費 個別費 共通費 個別費 共通費
MC1
MC2
MC3
MC4

工程３ MAN1
MAN2
MAN3

勘定科目(RL1) ﾘｿｰｽﾌﾟｰﾙ(RL2)
部門

労務費

プロセス１

共通費

設備費
共通費

工程 機械

減価償却費
共通費

その他
共通費

労務費 設備費 減価償却費 その他
機械別予算

MC1

MC2

MC3

MC4

MAN1

プロセス2
MAN2

工程１

工程２

工程４

計

工程３
MC1 MC2 MC3 MC4 MC5

保有時間 1 基準操業度

労務費 　 　
設備費
減価償却費

その他
計 2
単価 3 ２÷１

工程１ 工程２
計

アクティビティ予定単価
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別表３ 機械別稼働率管理 
 

出所：林教授提供資料   

 
 
 
 

実績設備稼働時間 工程３
　 MC1 MC2 MC3 MC4 MC5
　保有時間 基準操業度

　休止時間 不稼働 非付加価値

使用時間
停止時間

故障 不稼働 非付加価値

メンテ 不稼働 非付加価値

段取 稼働 非付加価値

試運転 稼働 非付加価値

実稼働時間
製造ｵ ﾀーﾞ 稼働 付加価値
製造ｵ ﾀーﾞ 稼働 付加価値

稼働率分析 工程３
MC1 MC2 MC3 MC4 MC5

稼働原価 時間×単価

休止時間 時間×単価

故障 時間×単価

メンテ 時間×単価

付加価値分析 工程３
　 MC1 MC2 MC3 MC4 MC5
付加価値原価 時間×単価

故障 時間×単価

メンテ 時間×単価

段取 時間×単価

試運転 時間×単価

工程３
MC1 MC2 MC3 MC4 MC5

予算原価 月次予算
月次基準操業度 月次保有時間

ACT単価 予ACT単価

回収金額 稼働時間×@

操業度差異 不稼働時間×@

属性(AL3)

不稼働原価

工程１ 工程２
計

工程１ 工程２
計

工程１ 工程２
計

稼働率

非付加価値原価

工程１ 工程２
計
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別表４ 機械別コストを製造ロットに配分するアクティビティ階層 
 

出所：林教授提供資料   
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間
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間
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間

作
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時
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ロット#
ロット#
ロット#
ロット#

停止時間 　
機械時間

ロット#
ロット#
棚卸
会議

手待時間 材料待ち
人時間計

工程 工程 工程
部門　

リソ-スコスト配賦
人件費 減価償却費 その他人件費 減価償却費 その他 人件費 減価償却費 その他

ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ

段取時間

加工時間

直接作業時間

間接時間
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別表５ 製造オーダ別原価計算表のイメージ 
 

出所：林教授提供資料  

 
 
 

製造ｵ ﾀー゙番号 完成
製造ロット番号 仕掛品
注文番号 999 　 　 　
品名 ＸＸＸ 　 　
製造指示日 MMDDYY 納期 MMDDYY
着手数

標準消費量実際消費量標準単価 実際原価 標準原価 原価差異
999 99 999,999
999 99 999,999
999 99 999,999
999 99 999,999
999 99 999,999

直接材料費 A B 材料数量差異

製造間接費工程 MAN/MC ACT 単位 完成数量 標準時間 実際時間 標準単価 実際原価 標準原価 原価差異
ＸＸＸ 完成数×ST/単位 　 999,999
ＸＸＸ 999,999
ＸＸＸ 999,999
ＸＸＸ 999,999
ＸＸＸ 999,999
ＸＸＸ 999,999
ＸＸＸ 999,999
ＸＸＸ 999,999
ＸＸＸ 999,999
ＸＸＸ 999,999

計 C D ACT差異
合計 実際原価(A+C) B+D 　
標準原価 完成倉入れ数×標準単価/単位 標準原価 標準原価

A+C-標準原価

製造損益 製造損益 歩留差異

分納処理 内訳 材料数量差異 99,999
着手手数 999 ACT差異 99,999
前月以前完成数 99 歩留差異 99,999
当月完成数 99 製造損益 99,999
仕損数 99
当月末未完成数 0

ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ
ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ

　計

アクティビティ原価

仕掛品

製造オーダ別原価計算表

区分 材料名

直接材料費

ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ
ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ
ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ
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別図１ 製造原価報告書とロット別原価計算表の関連 
 

 

出所：林教授提供資料   

 

製造原価報告書
発生ベース予算ベース 原価計算金額の内訳

財務会計 原価計算 原価差額 製造ロット製造ロット製造ロット

直接材料費 　 直接材料費
間接材料費 価格差異 間接材料費
人件費 価格差異 人件費
設備費 価格差異 設備費
その他 価格差異 その他

実際原価 実際原価

月初仕掛品 月初仕掛品
月末仕掛品 △ 月末仕掛品
完成品原価 製品原価
標準原価 △ 標準原価
原価差額 倉入差異 原価差額

完成品原価の内訳一覧

計

仕掛品原価の内訳一覧

計

標準原価ロット# 品名 原価差異

実際原価

材料費 プロセスコスト

ロット# 品名 材料費 プロセスコスト

実際原価


